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（１）診療報酬関係

○診療報酬については、令和６年度に診療報酬改定が予定されており、12月末に向けて中央社会保
険医療協議会において、各サービスの報酬や制度の見直しが議論されています。

〇 協会としては、より効率的・効果的な医療の提供に向けて

１．医療費の適正化
２．医療DXの推進
３．医療・介護連携の強化

の観点から意見発信を行っています。

（１．医療費の適正化についての主な発言）

第550回 中医協 総会（R５.７.26開催） （安藤理事長）

発言
概要

〇新型コロナウイルスにかかる診療報酬上の特例は、医療提供体制の状況等を検証し見直しが必要。
〇抗菌薬は各種データに基づき更なる適正使用の推進を図るべき。

発言

〇新型コロナウイルスという未曽有の感染症に医療関係者が一丸となって対応し、国民が安心して医療を受
けられる体制を構築するうえで、診療報酬上の様々な特例が果たしてきた役割は大きいと考える。

〇一方、令和６年度報酬改定においては、今夏までの医療提供体制の状況等を検証しつつ、５類感染症とし
てのウィズコロナに向けた恒常的な感染症対応への見直しを進める必要がある。

〇流行初期医療確保措置は診療報酬の上乗せや補助金等が充実するまでの一定期間に限って行われるも
のであることを踏まえると、緊急時における機動的な対応も想定した報酬体系とする必要があるのではない
か。

〇抗菌薬の適正な使用は令和６年度からの第４期医療費適正化計画基本方針でも謳われており、都道府県
ごとの使用状況等、各種データに基づき更なる適正使用の推進を図るべき。
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（１）診療報酬関係

令和５年７月26日 第550回中央社会保険医療協議会 総会 資料 総－２
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（２．医療DXの推進についての主な発言）

第543回 中医協 総会（R５.４.26開催） （安藤理事長）

発言
概要

〇医療DXにかかる費用は、国や、医療DXの仕組みによってメリットを享受する受益者に負担をお願いしたい。

発言

〇医療DXは非常に大事な取り組みだと理解している。あくまで国のインフラとしての医療DXを作るためには、
それぞれのシステムを作成し、運用開始し、運用が安定するまでの間は国で費用負担していただくという形
にしていただきたい。そして、その後のランニングコストについては、今までは保険者がほぼすべてを負担し
ていたが、この仕組みによってメリットを享受する受益者が負担できる仕組みを考えていただきたい。

（３．医療・介護連携の強化についての主な発言）

第546回 中医協 総会（R５.６.14開催） （安藤理事長）

発言
概要

〇医療・介護の連携は重要であるが、役割分担は明確にしておかなければならない。

発言

〇医療・介護の連携は重要であるが、一方で、医療の役割は病気を治すことであり、介護の役割は生活を支
えることであるため、役割分担は明確にしておかなければならない。団塊の世代が75歳以上の後期高齢者と
なる2025年に向けて限られた医療資源を有効活用するためにも、要介護の高齢者に対する急性期医療は、
介護保険施設の配置医や地域包括ケア病棟が中心的に担い、急性期一般病棟は急性期医療に重点化して
いくことが必要ではないか。

第551回 中医協 総会（R５.８.２開催） （安藤理事長）

発言
概要

〇現場が過大な負担なく診療報酬改定に対応できる環境の整備に引き続き取り組んでいただきたい。

発言

〇診療報酬改定DXの推進に向け、令和６年度診療報酬改定より施行時期を６月１日とすること、また、薬価
改定の施行に関しては４月１日のままとすることについて異論なし。今後、共通算定モジュールの提供も進め、
現場が過大な負担なく診療報酬改定に対応できる環境の整備に引き続き取り組んでいただければと思う。

（１）診療報酬関係
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令和５年６月21日 第202回中央社会保険医療協議会 総会 資料 総－８

（１）診療報酬関係
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令和５年６月14日 第546回中央社会保険医療協議会 総会 資料 総－４

（１）診療報酬関係
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（２）薬価改定関係

○薬価については、令和６年度に薬価改定が予定されており、12月末に向けて中央社会保険医療協
議会において、各加算や制度の見直しが議論されています。

〇 協会としては、安定的な薬価制度の運用に向けて

１．薬剤費の適正化
２．後発医薬品の安定供給
３．ドラッグラグ・ロスの解消

の観点から意見発信を行っています。

（１．薬剤費の適正化についての主な発言）

第206回 中医協 薬価専門部会（R５.８.２開催） （安藤理事長）

発言
概要

〇後発医薬品の体制加算については段階的に廃止していくことを検討すべき。
〇後発医薬品のさらなる推進には国のリーダーシップがこれまで以上に必要。

発言

〇ジェネリック軽減額通知サービスでは、2021年度は年１回のみの通知で年額約160億円の軽減効果があっ
た。一方、2021年度の協会けんぽ全体の後発医薬品の各「体制加算」の算定実績は約374億円であり、軽減
額通知による適正化額の２倍以上の額が加算された状況。体制加算は、その導入時など、後発医薬品が普
及していない状況で使用促進を図る上では有用な仕組みであったと考えているが、現状、既にジェネリック医
薬品の使用割合がある程度の水準に達し、患者側にも後発医薬品を選ぶという習慣がある程度浸透してい
ると考えられる状況であることを踏まえると、後発医薬品の体制加算については段階的に廃止していくことを
検討すべき。

〇ジェネリック医薬品の使用割合が高まる中で、保険者のみによる取組は限界に達しつつある。後発医薬品
産業のあるべき姿の明確化や、安定供給等の企業情報の可視化を通じた後発医薬品に対する信頼回復、
地方厚生局や都道府県の薬務課なども巻き込んだ関係者が連携する形での後発医薬品使用の働きかけな
ど、後発医薬品のさらなる推進には国のリーダーシップがこれまで以上に求められている。事務局において
は、関係部局とも連携の上、業界の構造上の課題も含めた制度のトータルデザインを描いていただくようお
願いする。
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（２）薬価改定関係

令和５年８月２日 第206回中央社会保険医療協議会 薬価専門部会 資料 薬－１



9

（２．後発医薬品の安定供給についての主な発言）
第202回 中医協 薬価専門部会（R５.６.21開催） （安藤理事長）

発言
概要

〇医薬品の安定供給の問題は診療報酬上の評価による対応では解決できず、後発医薬品業界全体の改変、
すなわち産業構造の見直しが必要。

発言

〇令和６年度診療報酬改定・薬価改定においては、先般とりまとめられた「医薬品の迅速・安定供給実現に向
けた総合対策に関する有識者検討会」の報告書も踏まえ、医薬品業界の構造的課題等の根本的課題につ
いて丁寧な議論を積み重ねていく必要があると認識している。

〇特に医薬品の安定供給の問題は、医薬品業界の構造的な課題に端を発するものであり、診療報酬上の評
価による対応では問題の根本的な解決には繋がらない。安定供給の実現には、後発医薬品業界全体の改
変、すなわち産業構造の見直しが必要であると考える。そのため、中医協では視野を広く持ったうえで建設
的な議論ができるよう、事務局におかれては余裕を持ったスケジュール調整をお願いする。

（ ３．ドラッグラグ・ロスの解消についての主な発言）

第204回 中医協 薬価専門部会（R５.７.12開催） （安藤理事長）

発言
概要

〇「医薬品の迅速・安定供給実現に向けた総合対策に関する有識者検討会」の報告書に記載の対策を講じる
ことにより想定される改善も加味しつつ、メリハリをつけた形で薬価制度の見直しを議論すべき。

発言

〇欧米では承認されているが国内では未承認という医薬品は増加しており、ドラッグラグの再燃や我が国の
医薬品市場の魅力の低下は紛れもない事実である。一方で、その原因については薬価の下落のみによるも
のではなく、薬事承認や研究開発の支援体制等、複合的な要因が絡み合っているものと考えられる。

〇「医薬品の迅速・安定供給実現に向けた総合対策に関する有識者検討会」の報告書でも、ドラッグラグの解
消に向けて、

・薬事承認における日本人データの必要性を整理する等、国際共同治験への対応の強化

・希少疾病医薬品指定制度の見直し

・海外ベンチャー等に対する日本の制度の伝達

等の施策の必要性が提言されており、こうした対策を講じることにより想定される改善も加味しつつ、メリハリ
をつけた形で薬価制度の見直しを議論すべき。

（２）薬価改定関係
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（２）薬価改定関係

令和５年６月21日 第202回中央社会保険医療協議会 薬価専門部会 資料 薬－２
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（２）薬価改定関係

令和５年６月21日 第202回中央社会保険医療協議会 薬価専門部会 資料 薬－２
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（２）薬価改定関係

令和５年７月12日 第204回中央社会保険医療協議会 薬価専門部会 資料 薬－１
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（２）薬価改定関係

令和５年８月２日 第206回中央社会保険医療協議会 薬価専門部会 資料 薬－１
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（３）介護報酬関係

○介護保険については、令和６年度に介護報酬改定が予定されており、12月末に向けて介護給付
費分科会において各サービスの報酬や制度の見直しが議論されています。

〇 協会としては、より効率的・効果的な介護の提供に向けて

１．介護サービスの適正化
２．介護におけるICT化の推進
３．医療・介護連携の強化

の観点から意見発信を行っています。

（１．介護サービスの適正化についての主な発言）

第221回 介護給付費分科会 （R５.８.７開催） （𠮷森理事）

発言

概要

〇 医師・介護施設との情報連携が不足している課題を解決するため、ICT化の推進が不可欠である。

〇 関係者間において薬剤情報の連携がされることで必要以上の多剤処方等の適正化につながっていく。

発言

〇 高齢者施設等の薬剤管理について、高齢者施設ではポリファーマシーの懸念がある利用者が多くいる状
況の中で、薬剤調整の必要性を高く認識している施設が95.5％もあるにもかかわらず、実際に半数の介護老
人保健施設が薬剤調整に積極的に取り組むことができていない現状である。その最大の要因は、入所前の
かかりつけ医・主治医と介護老人保健施設の医師または薬剤師の間での意思疎通・情報連携が難しい現状
である。こうした課題の解決には、電子処方箋の普及や医療・介護DXの推進など、テクノロジー及びICT化を
利活用した関係者間における薬剤情報の連携が必要不可欠である。薬剤情報の連携体制整備・強化により
具現化することは、必要以上に多剤を処方される利用者の減少及び薬剤費が高額であるために入所困難に
なる事例の減少にも繋がっていくのではないか。

〇 高齢者施設と医療機関の連携強化を進めていくためにも、名ばかりの形式的な連携ではなく、平時から実
効性のある連携の在り方、連携体制の制度化を確立することが必要である。介護については、医療に比べて
デジタル化が進んでいない状況であり、介護DXについて、医療DXの後をついていくのではなく同時に検討を
進めていける体制の構築を是非ともお願いしたい。



（３）介護報酬関係

15

令和５年５月24日 第218回介護給付費分科会 資料５
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第220回 介護給付費分科会 （R５.７.24開催） （𠮷森理事）

発言

概要

〇 安定的なサービスを提供するため、ICT化による業務効率化が必要不可欠である。

発言

〇 訪問介護員は介護職種全体からみても平均年齢が高く、65歳以上の方が４分の１を占める状況である。
業界の人手不足感を解消し、将来にわたって安定的なサービス提供を可能にするためには、介護記録のデ
ジタル化や見守りセンサーの導入などICT化による業務効率化、事業体制の整備が必要不可欠ではないか
と考える。

〇 訪問系サービスにおいても、必要な方に必要なサービスをいかに効率的・効果的に提供するかが課題と
なっていると認識しており、ICT化の進展は、こうした難題を解決するための有力な突破口になり得ると考える。

（２．介護におけるICT化の推進についての主な発言）

（３．医療・介護連携の強化についての主な発言）

第217回 介護給付費分科会 （R５.５.24開催） （𠮷森理事）

発言

概要

〇 介護保険分野における医療・介護連携をどのように具体化・重点化していくかが重要な論点である。

〇 令和６年度は、医療・介護の同時改定であるため、連携を強化する最大のチャンスである。

発言

〇 少子高齢化がますます進行する中で、持続可能かつ安定的な介護保険制度の構築・強化は必要不可欠
であることは論を待たない。その中で、医療・介護連携の深化については今回ご呈示の各テーマにも密接に
関連する早急に取り組むべき課題であり、これからの介護政策に欠かせない視点であると考える。

〇 また、ここ数年の新型コロナ禍の中での介護分野における対応状況を俯瞰してみると、医療・介護連携の
重要性が特に再認識されたこと、さらには、地域医療構想の構築整備の文脈で、身近なかかりつけ医の役
割がよりクローズアップされていることなどを踏まえると、医療・介護の連携強化は今後の介護政策に欠かす
ことのできない視点であると考える。

〇 この様な現状を踏まえますと、今回改定において介護保険分野における医療・介護連携をどのように具体
化し、重点化して推進していくかは重要な論点であると考える。また令和６年度の医療・介護の同時改定のこ
の機は、両分野で医療・介護の連携策を共有化し重点化を図り、連携を強化する最大のチャンスであると考
える。
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（３）介護報酬関係

令和５年７月24日 第220回社会保障審議会介護給付費分科会 資料１
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令和５年５月24日 第217回社会保障審議会介護給付費分科会 資料３

（３）介護報酬関係



１．国から都道府県等関係者へのサポート

（４）医療費適正化計画関係

○医療費適正化関係については、令和６年度からの各都道府県における第４期医療費適正化計画
の開始に向けて、医療保険部会において計画に盛り込むべき内容が議論されています。

〇当該議論を踏まえ、令和５年７月２０日に第四期医療費適正化基本方針が告示されました。

〇 協会としては、医療費適正化計画基本方針の策定に向けて

１．国から都道府県等関係者へのサポート
２．PDCAサイクルを回しての検証の実施
３．盛り込むべき具体的方策の検討

の観点から意見発信を行っています。

第165回 社会保障審議会医療保険部会（R５.６.29 開催） （出席：安藤理事長）

発言

概要

〇適正化計画に掲げた目標の実施に向けて各関係者が何をすべきか、国において明確に示してほしい。

発言

○ 今回も意欲的な目標が掲げられているが、これらの目標の実現可能性を高めていくためには、どのよう
な主体が、どのようなスケジュールと体制のもとに、どのような役割を果たすのか、それぞれの項目につい
て明確に整理する必要がある。例えば、ジェネリック医薬品については、今回後発医薬品の数量シェアを全
都道府県で 80%以上とするとの従来の政府目標を金額ベースで見直す方針が示されている。従来の 80%目

標について、協会はフロントランナーとして、軽減額通知の送付等、使用割合の向上に向けた取組を進め、
現時点（令和５年２月）で、都道府県支部全体での後発医薬品使用率は8割を超えている（81.8%）が、80%を

達成していない支部も一定数（７支部）存在する。こうした支部に対しては個別に支援を行ってきたものの、
保険者のみの取組では実績が伸び悩んでいる状況であり、幅広い連携が必要である。都道府県医療費適
正化計画が、都道府県、産業保健、被用者保険といったそれぞれの主体が計画に掲げた目標の達成のた
めどのように責任を持って取り組み、連携していくのかを具体的に示すものとなるよう、国として都道府県に
積極的な指導をお願いしたい。

（１．国から都道府県等関係者へのサポートについての主な発言）
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第165回 社会保障審議会医療保険部会（R５.６.29 開催） （出席：安藤理事長）

発言

概要

〇 国は都道府県が毎年医療費適正化計画についてPDCAサイクルを回し、施策を検証できるよう指導すべき。

発言

○ 併せて、医療費適正化計画については６年間の中期計画となるが、協会けんぽにおいては、毎年度
PDCAサイクルを回しながら保険料率の設定を行っているところである。こうした努力について、我々としても、

保険者協議会等の場を通じ、国民健康保険等と共有していくつもりであるが、国においても、都道府県が毎
年医療費適正化計画についてPDCAサイクルを回し、施策を検証することが可能となるよう、指導に努めてい
ただきたい。

（２．PDCAサイクルを回しての検証の実施についての主な発言）

（３．盛り込むべき具体的方策の検討についての主な発言）

第165回 社会保障審議会医療保険部会（R５.６.29 開催） （出席：安藤理事長）

発言

概要

〇 結果を出せる特定保健指導を担える保健師・管理栄養士の研修の場をどうするのか提示してほしい。

〇 ICTやアプリを活用した特定保健指導の質の向上に向けて好事例を収集してほしい。

発言

○ また、特定健診・特定保健指導について、令和６年度から始まる第４期特定健康診査等実施計画の計画
期間から、特定保健指導にアウトカム評価を導入するとともに、ICTの活用等により実施率の向上を図ること
とされているが、

・「結果を出せる特定保健指導」の実施には、保健師・管理栄養士の資質向上が重要になる。国立保健医療

科学院を含めた国、日本看護協会、日本栄養士会それぞれにおいて、今回の特定保健指導の見直しを睨み、
どのような形で資質向上に向けた研修休制が展開されていくのか、現時点で必ずしも明らかになっていない。
ぜひ、国にリーダーシップをとっていただき、結果を出せる特定保健指導を担える保健師・管理栄養士の育
成について、どのような研修の場が準備されるかをご提示いただきたい。

・加えて、ICTやアプリの活用について、保健指導に要するマンパワ一の効率化という側面のみならず、保健

指導の質の向上に繋がるものでなければならないと考えている。特定保健指導の質の向上に向けて、国とし
ても好事例の収集を行っていくと思うが、そうした観点も含め取り組んでいただくようお願いする。

（４）医療費適正化計画関係
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（５）マイナンバー関係

○マイナンバーについては、マイナンバーカードと健康保険証の一体化やマイナンバー誤登録事案等
の発生を受けて、医療保険部会において、制度の見直しや点検の方針が議論されています。

〇 協会としては、国民の信頼回復に努めたうえで、令和６年秋のマイナンバーカードと健康保険証
の一体化が円滑に行われるよう

１．マイナンバーに係る点検作業の方針や再発防止策の決定
２．マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向けた制度詳細の検討
３．国民の信頼回復に向けた広報等の実施

の観点から意見発信を行っています。

第166回 社会保障審議会医療保険部会（R５.６.29 開催） （出席：安藤理事長）

発言

概要

〇確認作業が、できる限り保険者の負担が少なく、加入者、事業主との照会をめぐるトラブルも生じにくいよう
な形で行われるよう、合理的な実施手法の検討をお願いしたい。

発言

〇 協会では、資格取得時にマイナンバーの提出がなく、J-LIS照会を行ってもマイナンバーの取得ができてい
ない方を対象に、過去2度にわたりマイナンバーの提出勧奨を実施し、未収録者は減少してきているものの、
本年８月時点で、なお約36万人が未収録者の状況である。今後、国からの指示を踏まえ、速やかにさらなる
提出勧奨に取り組み、未収録者の回収に取り組んでまいりたい。

○ 登録済みデータの総点検について、確認作業が、できる限り保険者の負担が少なく、加入者、事業主との
照会をめぐるトラブルも生じにくいような形で行われるよう、合理的な実施手法の検討をお願いしたい。

（ １．マイナンバーに係る点検作業の方針や再発防止策の決定についての主な発言）
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第165回 社会保障審議会医療保険部会（R５.６.29 開催） （出席：安藤理事長）

発言

概要

〇 国において、マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向け、詳細な検討を早急に進めてほしい。

発言

○ マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向けては、「マイナンバーカードと健康保険証の一体化に関する検討
会」及びその下に設置された、協会もオブザーバーとして参加させて いただいている専門家WGにおいて、具体的な
実務上の課題の検討を進めていくことが不可欠である。協会としても、新たな業務フローの検討や現時点でできる必
要なシステムの改修を急ピッチで進めている状況ではあるが、保険証廃止以降の業務を円滑に進める ためにも、現
場の意見を取り入れ、詳細の検討を早急に進めていた だくようお願いする。

（２．マイナンバーカードと健康保険証の一体化に向けた制度詳細の検討についての主な発言）

第166回 社会保障審議会医療保険部会（R５.８.24 開催） （出席：安藤理事長）

発言

概要

〇 国が先頭に立って、マイナンバー制度のメリットや導入の意義について積極的な周知・広報をお願いした
い。

発言

○ 保険者において、一体化に対応するためには、新たな業務フローの検討やシステムの回収を行う必要が
あり、さらに細部の設計が必要となる。

〇 資格確認書の職権交付の運用については、保険者がマイナ保険証を保有していない方の情報を把握して
いることが必要不可欠である。現在、協会は当該情報を保持しておらず、システム的に円滑に連携されるよう、
早急に必要な調整をお願いしたい。

〇 資格確認書の有効期間について５年以内とされているところである。有効期間中に資格喪失した場合など
に不正使用されないような仕組みを構築する必要がある。資格確認書が有効であるか確認することやその
後の回収、途中でマイナ保険証に切り替えた方の資格確認書の回収の取扱いなど、不正防止策の方針及び
根拠について早急に明示いただきたい。

〇 マイナ保険証は今後の医療DXの基盤となるものであり、当該有効期間中にマイナ保険証への切り替えが

進むよう、保険者としても努力していくが、国が先頭に立って、マイナンバー制度のメリットや導入の意義につ
いて、医療機関、薬局など関係者の皆様の協力も得ながら、国民の皆様とともに日本の医療DXをこれからつ
くっていくのだという機運をつくるために、積極的な周知・広報をお願いしたい。
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（３．国民の信頼回復に向けた広報等の実施についての主な発言）

第165回 社会保障審議会医療保険部会（R５.６.29 開催） （出席：安藤理事長）

発言

概要

〇 マイナンバーカードでオンライン資格確認できない場合の対応について、幅広い広報に努めてほしい。

発言

○ マイナンバーカードでオンライン資格確認ができない場合の対応について、被保険者資格申立書の記入
をお願いするのは医療機関にも患者にも負担が大きいと考える。受診前にマイナボータルで新しい資格情
報が登録されているか加入者自身でご確認いただくこと、あるいは保険証の持参によって資格確認が可能
である旨について、保険者としても周知に取り組んでいくが、CM やパンフレット、チラシの作成など、国にお
いても丁寧で幅広い周知・広報に努めていただきたい。

第166回 社会保障審議会医療保険部会（R５.８.24 開催） （出席：安藤理事長）

発言

○ 資格情報のお知らせについては、修学旅行のケースやオンライン資格確認の義務化対象外の医療機関
を受診するケースなどにおいて活用が想定されているが、これらはあくまで例外的な運用であると認識してい
る。原則として、資格情報のお知らせで医療機関の受診はできないという点は誤解のないよう、しっかりと周
知徹底していただきたい。

〇 今回の取りまとめ案については明示されていないが、制度改正施行時の業務移行について、何を基準と
して制度切り替えの適用日とするかなど、早急に指針をご提示いただく必要がある。現行の保険証を廃止し、
資格確認書や資格情報のお知らせの発行を行うための業務システムの切り替えを滞りなく実施するために
は、一定の移行期間が必要と考えており、そのために必要な経過措置についても検討をよろしくお願いした
い。

〇 保険者の意見をしっかりと聞いていただき、早急に方針の整理や調整を行っていただくようお願いしたい。

（５）マイナンバー関係


